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株式会社東北システムズ・サポートの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年２月１日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社東北システムズ・

サポートの全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

 

１．株式の取得の理由 

株式会社東北システムズ・サポートは 1976 年 7 月に宮城県に設立され、仙台市に本社・開発

センター、盛岡市に開発センターを保有するシステム開発企業です。近年ではニアショア開発に

も積極的に取り組みながら、成長を続けています。 

現在、大規模開発案件を地方で推進するニアショア開発のニーズが非常に高まっており、これ

に応えるための体制確保はトータルシステムインテグレーター（Total SIer）であるＤＴＳにと

って最重要課題のひとつであると考えております。 

本株式取得をきっかけに、両社の人材・技術・顧客基盤を融合することで、国内システム開

発体制のさらなる強化を実現していきます。ＤＴＳグループの成長戦略である、お客様のビジ

ネスを DX で強化・加速させるとともに、東北地方への経済発展にも貢献してまいります。 

  



２．異動する子会社（株式会社東北システムズ・サポート）の概要 

（１） 名 称 株式会社東北システムズ・サポート 

（２） 所 在 地 宮城県仙台市青葉区中央１丁目６番 35 号東京建物仙台ビル 17F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 伊藤 隆充 

（４） 事 業 内 容 

１．情報システムのコンサルティング 

２．アプリケーション開発受託全般 

３．インフラ構築・保守・管理 

４．パッケージソリューションの開発・販売 

５．無線システム構築・機器販売（バーコード・RFID・他） 

（５） 資 本 金 98.8 百万円（2023 年３月期） 

（６） 設 立 年 月 日 1976 年７月５日 

（７） 大株主及び持株比率 当事者間の秘密保持の合意に基づき非開示とさせていただきます 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2021 年３期 2022 年３期 2023 年３期 

 純 資 産 894 百万円 1,089 百万円 1,240 百万円 

 総 資 産 1,683 百万円 1,936 百万円 2,018 百万円 

 売 上 高 2,515 百万円 2,941 百万円 2,888 百万円 

 営 業 利 益 120 百万円 198 百万円 182 百万円 

 経 常 利 益 186 百万円 249 百万円 209 百万円 

 当 期 純 利 益 149 百万円 203 百万円 162 百万円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

当事者間の秘密保持の合意に基づき非開示としています。なお、両社の間に資本関係、人的関

係、取引関係及び関連当事者への該当事項はありません。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 

普通株式 60,000 株 

甲種種類株式 137,500 株 

乙種種類株式 100 株 



（３） 取 得 価 額 

取得価額につきましては、相手方の意向により非開示とさ

せていただきます。なお、取得価額につきましては、第三

者機関によるデューデリジェンスを実施し、類似企業比較

法、DCF 法に基づく株式価値評価結果を勘案し、公正妥当

と考えられる金額にて取得することを決定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 

普通株式 60,000 株 

甲種種類株式 137,500 株 

乙種種類株式 100 株 

（議決権数：60,100 個） 

（議決権所有割合：100.0%） 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2024 年２月１日 

（２） 契 約 締 結 日 2024 年２月１日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2024 年３月１日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本株式取得により当該会社は 2024 年３月期の当社連結対象となりますが、当社連結業績に与

える影響は軽微です。 

 

以 上 


